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光﨑 裕二 

天草市有明町大浦６６４番地１ 

原田 奨 

 合 

 
 
熊本県告示第６９４号 
  道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、次のとおり道路
の区域を変更する。       
 その関係図面は、令和５年（２０２３年）９月１９日から６０日間、熊本県土木部道路
都市局道路保全課において一般の縦覧に供する。 
  令和５年（２０２３年）９月１９日 

熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 道路の種類、路線名及び区域を変更する区間等 

道路の種類 路線名 区域を変更する区間 
前

後

幅 員 

(メートル) 

延 長 

(メートル) 
備 考

一般国道 ３８８号 球磨郡湯前町字塩利 

   ５１２１番１地先から

同所  

   ５１１２番１地先まで

 

前

 12.5 

 ～ 

 38.5 

 

367.4 

 

 

後

 12.8 

 ～ 

104.4 

 

367.4 

２ 区域を変更する期日 令和５年（２０２３年）９月１９日 
 

 
熊本県告示第６９５号 
  道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次のとおり道路の
供用を開始する。       
 その関係図面は、令和５年（２０２３年）９月１９日から６０日間、熊本県土木部道路
都市局道路保全課において一般の縦覧に供する。 
  令和５年（２０２３年）９月１９日 

熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 道路の種類、路線名及び供用を開始する区間等 

道路の種類 路線名 供用を開始する区間 
延 長 

（メートル） 
備 考 

一般県道 内牧坂梨

線 

阿蘇市一の宮町北坂梨字番手 

１４２番２地先から

阿蘇市一の宮町中坂梨字番手 

１３２番１地先まで

  273.2 活力創出

基盤交付

金 

２ 供用を開始する期日 令和５年（２０２３年）９月１９日 
 

 
熊本県告示第６９６号 
 区画漁業権の切替えに伴い漁業災害補償法（昭和３９年法律第１５８号）第１１８条第
１項の規定により、同法第１１４条に規定する養殖業の養殖共済に係る一定の水域（以下
「加入区」という。）を次のように定めたので、漁業災害補償法施行令（昭和３９年政令
第２９３号）第１５条第３項において準用する同令第７条第３項の規定により、次のとお
り公示する。 
 なお、この告示による規定は、その共済責任期間の開始日が令和５年（２０２３年）９
月１日以後の日である共済契約について適用し、その共済責任期間の開始日が令和５年（ 
２０２３年）８月３１日以前の日である共済契約については、なお従前の例による。 
 また、平成２５年（２０１３年）１０月１１日熊本県告示第９１４号（漁業災害補償法
に基づく養殖共済に係る加入区の設定）、平成３０年（２０１８年）９月７日熊本県告示
第７１１号（漁業災害補償法に基づく養殖共済に係る加入区の設定）及び令和４年（２０
２２年）１０月４日熊本県告示第６７７号（漁業災害補償法に基づく養殖共済に係る加入
区の設定）は、廃止する。 
  令和５年（２０２３年）９月１９日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
漁業災害補償法第１１４条に規定する養殖業 
 １ かき養殖業 

加入区の名称 加入区の水域 
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有区第８１加入区 有区第８１号漁業権の漁場の区域 

有区第８２加入区 有区第８２号漁業権の漁場の区域 

天区第６８１加入区 天区第６８１号漁業権の漁場の区域 

天区第６８２加入区 天区第６８２号漁業権の漁場の区域 

天区第８４１加入区 天区第８４１号漁業権の漁場の区域 

天区第８４２加入区 天区第８４２号漁業権の漁場の区域 

天区第８４３加入区 天区第８４３号漁業権の漁場の区域 

天区第８５１加入区 天区第８５１号漁業権の漁場の区域 

天区第８５２加入区 天区第８５２号漁業権の漁場の区域 

天区第８５３加入区 天区第８５３号漁業権の漁場の区域 

天区第８５４加入区 天区第８５４号漁業権の漁場の区域 

天区第８５５加入区 天区第８５５号漁業権の漁場の区域 

天区第８５６加入区 天区第８５６号漁業権の漁場の区域 

天区第８５７加入区 天区第８５７号漁業権の漁場の区域 

天区第８５８加入区 天区第８５８号漁業権の漁場の区域 

天区第８５９加入区 天区第８５９号漁業権の漁場の区域 

天区第８６０加入区 天区第８６０号漁業権の漁場の区域 

天区第８６１加入区 天区第８６１号漁業権の漁場の区域 

天区第８６２加入区 天区第８６２号漁業権の漁場の区域 

天区第８６３加入区 天区第８６３号漁業権の漁場の区域 

天区第８６４加入区 天区第８６４号漁業権の漁場の区域 

天区第８６５加入区 天区第８６５号漁業権の漁場の区域 

天区第８６６加入区 天区第８６６号漁業権の漁場の区域 

火区第３２１加入区 火区第３２１号漁業権の漁場の区域 

火区第３２２加入区 火区第３２２号漁業権の漁場の区域 

火区第３２３加入区 火区第３２３号漁業権の漁場の区域 

火区第３３１加入区 火区第３３1号漁業権の漁場の区域 

火区第３３２加入区 火区第３３２号漁業権の漁場の区域 

火区第３３３加入区 火区第３３３号漁業権の漁場の区域 

火区第３３４加入区 火区第３３４号漁業権の漁場の区域 

火区第３３５加入区 火区第３３５号漁業権の漁場の区域 

火区第３３６加入区 火区第３３６号漁業権の漁場の区域 

火区第３３７加入区 火区第３３７号漁業権の漁場の区域 

火区第３３８加入区 火区第３３８号漁業権の漁場の区域 

火区第３３９加入区 火区第３３９号漁業権の漁場の区域 
２ 一年貝真珠養殖業及び二年貝真珠養殖業 

加入区の名称 加入区の水域 

天区第１加入区 天区第１号漁業権の漁場の区域 

天区第２加入区 天区第２号漁業権の漁場の区域 

天区第３加入区 天区第３号漁業権の漁場の区域 

天区第４加入区 天区第４号漁業権の漁場の区域 

天区第５加入区 天区第５号漁業権の漁場の区域 

天区第６加入区 天区第６号漁業権の漁場の区域 

天区第７加入区 天区第７号漁業権の漁場の区域 

天区第８加入区 天区第８号漁業権の漁場の区域 

天区第９加入区 天区第９号漁業権の漁場の区域 

天区第１０加入区 天区第１０号漁業権の漁場の区域 

天区第１１加入区 天区第１１号漁業権の漁場の区域 

天区第１２加入区 天区第１２号漁業権の漁場の区域 

天区第１３加入区 天区第１３号漁業権の漁場の区域 

天区第１４加入区 天区第１４号漁業権の漁場の区域 
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天区第１５加入区 天区第１５号漁業権の漁場の区域 

天区第１６加入区 天区第１６号漁業権の漁場の区域 

天区第１７加入区 天区第１７号漁業権の漁場の区域 

天区第１８加入区 天区第１８号漁業権の漁場の区域 

天区第１９加入区 天区第１９号漁業権の漁場の区域 

天区第２０加入区 天区第２０号漁業権の漁場の区域 

天区第２１加入区 天区第２１号漁業権の漁場の区域 

天区第２２加入区 天区第２２号漁業権の漁場の区域 

天区第２３加入区 天区第２３号漁業権の漁場の区域 

天区第２４加入区 天区第２４号漁業権の漁場の区域 

天区第２５加入区 天区第２５号漁業権の漁場の区域 

天区第２６加入区 天区第２６号漁業権の漁場の区域 

天区第２７加入区 天区第２７号漁業権の漁場の区域 

天区第２８加入区 天区第２８号漁業権の漁場の区域 

天区第２９加入区 天区第２９号漁業権の漁場の区域 

天区第３０加入区 天区第３０号漁業権の漁場の区域 

天区第３１加入区 天区第３１号漁業権の漁場の区域 

天区第３２加入区 天区第３２号漁業権の漁場の区域 

天区第８０１加入区 天区第８０１号漁業権の漁場の区域 

天区第８０２加入区 天区第８０２号漁業権の漁場の区域 

天区第８０３加入区 天区第８０３号漁業権の漁場の区域 

天区第８０４加入区 天区第８０４号漁業権の漁場の区域 

天区第８０５加入区 天区第８０５号漁業権の漁場の区域 

天区第８０６加入区 天区第８０６号漁業権の漁場の区域 

天区第８０７加入区 天区第８０７号漁業権の漁場の区域 

天区第８０８加入区 天区第８０８号漁業権の漁場の区域 

天区第８０９加入区 天区第８０９号漁業権の漁場の区域 

天区第８１０加入区 天区第８１０号漁業権の漁場の区域 

天区第８１１加入区 天区第８１１号漁業権の漁場の区域 

天区第８１２加入区 天区第８１２号漁業権の漁場の区域 

火区第１加入区 火区第１号漁業権の漁場の区域 

火区第３０１加入区 火区第３０１号漁業権の漁場の区域 
３ 小割り式一年魚はまち養殖業、小割り式二年魚はまち養殖業、小割り式三年魚はま

ち養殖業、小割り式一年魚たい養殖業、小割り式二年魚たい養殖業、小割り式三年魚
たい養殖業、小割り式さけ・ます養殖業、小割り式一年魚ふぐ養殖業、小割り式二年
魚ふぐ養殖業、小割り式三年魚ふぐ養殖業、小割り式一年魚かんぱち養殖業、小割り
式二年魚かんぱち養殖業、小割り式三年魚かんぱち養殖業、小割り式ひらめ養殖業、
小割り式一年魚すずき養殖業、小割り式二年魚すずき養殖業、小割り式三年魚すずき
養殖業、小割り式二年魚ひらまさ養殖業、小割り式三年魚ひらまさ養殖業、小割り式
まあじ養殖業、小割り式一年魚しまあじ養殖業、小割り式二年魚しまあじ養殖業、小
割り式三年魚しまあじ養殖業、小割り式二年魚まはた養殖業、小割り式三年魚まはた
養殖業、小割り式四年魚まはた養殖業、小割り式五年魚まはた養殖業、小割り式すぎ
養殖業、小割り式まさば養殖業、小割り式二年魚くろまぐろ養殖業、小割り式三年魚
くろまぐろ養殖業、小割り式四年魚くろまぐろ養殖業、小割り式五年魚くろまぐろ養
殖業、小割り式二年魚めばる養殖業、小割り式三年魚めばる養殖業、小割り式四年魚
めばる養殖業及び小割り式かわはぎ養殖業 

加入区の名称 加入区の水域 摘  要 

天区第４０２加入区 天区第４０２号漁業権の漁場の区域 小割り式二年魚くろ

まぐろ養殖業、小割

り式三年魚くろまぐ

ろ養殖業、小割り式

四年魚くろまぐろ養

殖業、小割り式五年

魚くろまぐろ養殖業
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  に限る。 

天区第４０３加入区 天区第４０３号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第４０４加入区 天区第４０４号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５０１加入区 天区第５０１号漁業権の漁場の区域 小割り式二年魚くろ

まぐろ養殖業、小割

り式三年魚くろまぐ

ろ養殖業、小割り式

四年魚くろまぐろ養

殖業、小割り式五年

魚くろまぐろ養殖業

を除く。 

天区第５０２加入区 天区第５０２号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５０３加入区 天区第５０３号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５０４加入区 天区第５０４号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５０５加入区 天区第５０５号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５０６加入区 天区第５０６号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５０７加入区 天区第５０７号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５０８加入区 天区第５０８号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５０９加入区 天区第５０９号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５１０加入区 天区第５１０号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５１１加入区 天区第５１１号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５１２加入区 天区第５１２号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５１３加入区 天区第５１３号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５１４加入区 天区第５１４号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５１５加入区 天区第５１５号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５１６加入区 天区第５１６号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５１７加入区 天区第５１７号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５１８加入区 天区第５１８号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５１９加入区 天区第５１９号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５２０加入区 天区第５２０号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５２１加入区 天区第５２１号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５２２加入区 天区第５２２号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５２３加入区 天区第５２３号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５２４加入区 天区第５２４号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５２５加入区 天区第５２５号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５２６加入区 天区第５２６号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５２７加入区 天区第５２７号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５２８加入区 天区第５２８号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５２９加入区 天区第５２９号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５３０加入区 天区第５３０号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５３１加入区 天区第５３１号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５３２加入区 天区第５３２号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５３３加入区 天区第５３３号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５３４加入区 天区第５３４号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５３５加入区 天区第５３５号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５３６加入区 天区第５３６号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５３７加入区 天区第５３７号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５３８加入区 天区第５３８号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５３９加入区 天区第５３９号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５４０加入区 天区第５４０号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５４１加入区 天区第５４１号漁業権の漁場の区域 同上 
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天区第５４２加入区 天区第５４２号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５４３加入区 天区第５４３号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５４４加入区 天区第５４４号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５４５加入区 天区第５４５号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５４６加入区 天区第５４６号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５４７加入区 天区第５４７号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５４８加入区 天区第５４８号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５４９加入区 天区第５４９号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５５０加入区 天区第５５０号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５５１加入区 天区第５５１号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５５２加入区 天区第５５２号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５５３加入区 天区第５５３号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５５４加入区 天区第５５４号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５５５加入区 天区第５５５号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５５６加入区 天区第５５６号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５５７加入区 天区第５５７号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５５８加入区 天区第５５８号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５５９加入区 天区第５５９号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５６０加入区 天区第５６０号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５６１加入区 天区第５６１号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５６２加入区 天区第５６２号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５６３加入区 天区第５６３号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５６４加入区 天区第５６４号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５６５加入区 天区第５６５号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５６６加入区 天区第５６６号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５６７加入区 天区第５６７号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５８１加入区 天区第５８１号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５９１加入区 天区第５９１号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５９２加入区 天区第５９２号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５９３加入区 天区第５９３号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５９４加入区 天区第５９４号漁業権の漁場の区域 同上 

天区第５９５加入区 天区第５９５号漁業権の漁場の区域 同上 

火区第１０１加入区 火区第１０１号漁業権の漁場の区域 同上 

火区第１０２加入区 火区第１０２号漁業権の漁場の区域 同上 

火区第１０３加入区 火区第１０３号漁業権の漁場の区域 同上 

火区第１０４加入区 火区第１０４号漁業権の漁場の区域 同上 

火区第１０５加入区 火区第１０５号漁業権の漁場の区域 同上 

火区第１０６加入区 火区第１０６号漁業権の漁場の区域 同上 

火区第１０７加入区 火区第１０７号漁業権の漁場の区域 同上 
 

 
熊本県告示第６９７号 
 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第
５７号）第７条第１項及び第９条第１項の規定により土砂災害警戒区域及び土砂災害特別
警戒区域を次のとおり指定するので、同法第７条第４項及び第９条第４項の規定により公
示する。 
  令和５年（２０２３年）９月１９日 
                              熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
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（別図は省略し、その図面を熊本県土木部河川港湾局砂防課及び県北広域本部土木部に 
おいて縦覧に供する。） 
 

 
熊本県告示第６９８号 
 平成２０年（２００８年）７月２３日熊本県告示第６８３号（土砂災害警戒区域及び土 
砂災害特別警戒区域の指定）で指定した次の土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域 
の指定を解除するので、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法 
律（平成１２年法律第５７号）第７条第６項において準用する同条第４項及び第９条第９ 
項において準用する同条第４項の規定により公示する。 
  令和５年（２０２３年）９月１９日 
                              熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

 
（別図は省略し、その図面を熊本県土木部河川港湾局砂防課及び県北広域本部土木部に

おいて縦覧に供する。） 
 

 
熊本県告示第６９９号 
 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第
５７号）第７条第１項及び第９条第１項の規定により土砂災害警戒区域及び土砂災害特別
警戒区域を次のとおり指定するので、同法第７条第４項及び第９条第４項の規定により公
示する。 
  令和５年（２０２３年）９月１９日 
                              熊本県知事 蒲島 郁夫 

 
（別図は省略し、その図面を熊本県土木部河川港湾局砂防課及び県北広域本部土木部に
おいて縦覧に供する。） 
 

 
熊本県告示第７００号 
 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第
５７号）第７条第１項の規定により土砂災害警戒区域を次のとおり指定するので、同条第
４項の規定により公示する。 
  令和５年（２０２３年）９月１９日 
                              熊本県知事 蒲 島 郁 夫  
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（別図１から別図４までは省略し、その図面を熊本県土木部河川港湾局砂防課及び県北
広域本部土木部において縦覧に供する。） 
 

 
熊本県告示第７０１号 
 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第
５７号）第７条第１項及び第９条第１項の規定により土砂災害警戒区域及び土砂災害特別
警戒区域を次のとおり指定するので、同法第７条第４項及び第９条第４項の規定により公
示する。 
  令和５年（２０２３年）９月１９日 
                              熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
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（別図１から別図１８までは省略し、その図面を熊本県土木部河川港湾局砂防課及び県
北広域本部土木部において縦覧に供する。） 
 

 
熊本県告示第７０２号 
 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第
５７号）第７条第１項及び第９条第１項の規定により土砂災害警戒区域及び土砂災害特別
警戒区域を次のとおり指定するので、同法第７条第４項及び第９条第４項の規定により公
示する。 
  令和５年（２０２３年）９月１９日 
                              熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

 

（別図１から別図１７までは省略し、その図面を熊本県土木部河川港湾局砂防課及び県
北広域本部土木部において縦覧に供する。） 
 

 
熊本県告示第７０３号 
 平成２８年（２０１６年）３月４日熊本県告示第２１４号（土砂災害警戒区域及び土砂 
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災害特別警戒区域の指定）で指定した次の土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の 
指定を解除するので、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律 
（平成１２年法律第５７号）第７条第６項において準用する同条第４項及び第９条第９項 
において準用する同条第４項の規定により公示する。 
  令和５年（２０２３年）９月１９日 
                              熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

 
（別図は省略し、その図面を熊本県土木部河川港湾局砂防課及び県北広域本部土木部に 
おいて縦覧に供する。） 
 

 
熊本県告示第７０４号 
 平成２７年（２０１５年）１月２０日熊本県告示第４８号（土砂災害警戒区域及び土砂 
災害特別警戒区域の指定）で指定した次の土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の 
指定を解除するので、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律 
（平成１２年法律第５７号）第７条第６項において準用する同条第４項及び第９条第９項 
において準用する同条第４項の規定により公示する。 
  令和５年（２０２３年）９月１９日 
                              熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

 
（別図１から別図２までは省略し、その図面を熊本県土木部河川港湾局砂防課及び県北 
広域本部土木部において縦覧に供する。） 
 

 
熊本県告示第７０５号 
 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第
５７号）第７条第１項及び第９条第１項の規定により土砂災害警戒区域及び土砂災害特別
警戒区域を次のとおり指定するので、同法第７条第４項及び第９条第４項の規定により公
示する。 
  令和５年（２０２３年）９月１９日 
                              熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

 
（別図１から別図３までは省略し、その図面を熊本県土木部河川港湾局砂防課及び県北
広域本部土木部において縦覧に供する。） 
 

 
熊本県告示第７０６号 
 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第
５７号）第７条第１項及び第９条第１項の規定により土砂災害警戒区域及び土砂災害特別
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警戒区域を次のとおり指定するので、同法第７条第４項及び第９条第４項の規定により公
示する。 
  令和５年（２０２３年）９月１９日 
                              熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

 
（別図は省略し、その図面を熊本県土木部河川港湾局砂防課及び県央広域本部宇城地域
振興局土木部において縦覧に供する。） 
 

 
熊本県告示第７０７号 
 保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）第１８条の規定により、令和５年
度（２０２３年度）熊本県准看護師試験を次のように実施する。 
  令和５年（２０２３年）９月１９日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 試験日時 

令和６年（２０２４年）２月１４日（水）午後１時３０分から午後４時まで 
災害予備日 
令和６年（２０２４年）２月２７日（火）午後１時３０分から午後４時まで 

２ 試験場所 
公立大学法人熊本県立大学（熊本市東区月出三丁目１番１００号） 

３ 試験科目 
 人体の仕組みと働き、栄養、薬理、疾病の成り立ち、保健医療福祉の仕組み、看護と
法律、基礎看護、成人看護、老年看護、母子看護及び精神看護 

４ 受験資格 
  次の(1) ～(7) のいずれかに該当する者とする。ただし、熊本県外に住民登録のある
者は、熊本県内の看護師等学校養成所を卒業した者又は令和６年（２０２４年）３月ま
でに卒業する見込みの者に限る。 
(1)  保健師助産師看護師学校養成所指定規則（昭和２６年文部省・厚生省令第１号。

以下「省令」という。）で定める基準に適合するものとして、文部科学大臣の指定し
た学校において２年の看護に関する学科を修めた者（令和６年（２０２４年）３月ま
でに修業する見込みの者を含む。） 
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(2)  省令で定める基準に従い、都道府県知事の指定した准看護師養成所を卒業した者
（令和６年（２０２４年）３月までに卒業する見込みの者を含む。） 

(3)  省令で定める基準に適合するものとして、文部科学大臣の指定した学校教育法（ 
昭和２２年法律第２６号）に基づく大学（短期大学を除く。）において看護師になる
のに必要な学科を修めて卒業した者（令和６年（２０２４年）３月までに卒業する見
込みの者を含む。） 

(4)  省令で定める基準に適合するものとして、文部科学大臣の指定した学校において
３年以上看護師になるのに必要な学科を修めた者（令和６年（２０２４年）３月まで
に修業する見込みの者を含む。） 

(5)  省令で定める基準に適合するものとして、都道府県知事の指定した看護師養成所
を卒業した者（令和６年（２０２４年）３月までに卒業する見込みの者を含む。） 

(6)  外国の看護師の業務に関する学校若しくは養成所を卒業し、又は外国において看
護師免許に相当する免許を受けた者で、厚生労働大臣が(3) から(5) までに掲げる者
と同等以上の知識及び技能を有すると認めたもの 

(7)  外国の看護師の業務に関する学校若しくは養成所を卒業し、又は外国において看
護師免許に相当する免許を受けた者のうち、(6) に該当しない者で、厚生労働大臣の
定める基準に従い、都道府県知事が適当と認めたもの 

５ 受験手続 
(1)  提出書類 

ア 試験受験申込書（熊本県所定のもの） 
 写真（試験受験申込み前６か月以内に脱帽して正面から撮影した縦６センチメー
トル、横４センチメートルのもので、その裏面に撮影年月日及び氏名を記載したも
の）を所定の欄に貼付すること。 
 なお、写真の提出に当たっては、現に在籍をし、若しくは卒業（修業）をした４ 
(1) から(5) までの養成所等の長又は熊本県健康福祉部健康局医療政策課において、 
写真が受験者本人と相違ない旨の確認を受け、写真票に照合印を、写真に刻印又は
割印を受けること。 

イ 受験資格を有することを証明する書類 
（ア） ４(1) から(5) までのいずれかに該当する者 卒業（修業）証明書。ただ

し、令和６年（２０２４年）３月までの卒業（修業）予定者は、卒業（修業）
見込証明書とする。 

（イ） ４(6) に該当する者 厚生労働大臣が交付した看護師国家試験受験資格認
定書の原本を持参の上、その写しを提出する。 

（ウ） ４(7) に該当する者 都道府県知事が交付した准看護師試験受験資格認定
書の原本を持参の上、その写しを提出する。 

ウ 返信用封筒 
 長形３号（縦１２．０センチメートル×横２３．５センチメートル）の返信用封
筒に宛先及び郵便番号を明記し、８４円分の切手を貼付すること。ただし、一括申
込みの場合は、返信用封筒に受験票の郵送に必要な額の切手を貼付すること。 

  (2)  受験手数料 
６，９００円（熊本県収入証紙によること。） 

(3)  受付期間 
 令和６年（２０２４年）１月４日（木）から同月１１日（木）まで（閉庁日を除
く。）の午前８時３０分から午後５時まで 

(4)  提出先 
熊本県健康福祉部健康局医療政策課看護班 
郵便番号８６２－８５７０ 熊本市中央区水前寺六丁目１８番１号 

６ 合格者の発表 
 令和６年（２０２４年）３月１１日（月）午前１０時に熊本県庁行政棟本館１階県民
ホール及び熊本市保健所を除く県内各保健所に合格者の受験番号を掲示するほか、熊本
県ホームページに掲載するとともに、合格者には郵送等により通知する。 
 なお、電話による試験結果の問合せには、応じない。 

７ 問合せ先 
熊本県健康福祉部健康局医療政策課看護班 
電話 ０９６－３３３－２２０６ 

 
 
 
 
 
熊本県公告第５９２号 
  測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第１４条第１項の
規定により熊本県農林水産部森林局森林整備課長から次のとおり公共測量を実施する旨の
通知があったので、同法第３９条において準用する同法第１４条第３項の規定により公告
する。 
    令和５年（２０２３年）９月１９日 
                                     熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

 公  告 
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作 業 種 類 作 業 期 間 作 業 地 域 

公共測量（航空写真撮 

影） 

令和５年（２０２３年） 

９月５日から 

令和６年（２０２４年） 

１月３１日まで 

熊本県県北地域（荒尾

市、玉名市、南関町、長

洲町） 

 
 
熊本県公告第５９３号 
  測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第１４条第２項の
規定により菊陽町長から次のとおり公共測量の実施を終わった旨の通知があったので、同
法第３９条において準用する同法第１４条第３項の規定により公告する。 
    令和５年（２０２３年）９月１９日 
                                     熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

作 業 種 類 作 業 期 間 作 業 地 域 

公共測量（基準点測量） 令和４年（２０２２年） 

９月１日から 

令和５年（２０２３年） 

８月３１日まで 

菊池郡菊陽町原水地内 

 
 
熊本県公告第５９４号 
 熊本県環境影響評価条例（平成１２年熊本県条例第６１号）第１９条第１項の規定によ
り公聴会を開催するので、熊本県環境影響評価条例施行規則（平成１２年熊本県規則第５
６号）第２３条第１項の規定により次のとおり公告する。 
  令和５年（２０２３年）９月１９日 

熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 事業者の氏名及び住所 
（１）氏名 電源開発株式会社 代表取締役社長 渡部 肇史 
（２）住所 東京都中央区銀座六丁目１５番１号 
２ 対象事業の名称、種類及び規模 
（１）名称 （仮称）肥薩ウインドファーム 
（２）種類 風力発電所の設置 
（３）規模 最大出力１２９，０００キロワット 
３ 対象事業実施区域の位置 
  熊本県水俣市、鹿児島県出水市及び伊佐市 
４ 公聴会の開催を予定する日時及び場所 
（１）日時 
   令和５年（２０２３年）１０月２０日（金）午後２時から午後４時まで 
（２）場所 
   水俣市総合もやい直しセンター「もやい館」会議室（熊本県水俣市牧ノ内３－１） 
５ 公聴会において意見を聴こうとする事項 

「（仮称）肥薩ウインドファーム環境影響評価準備書」に係る環境の保全の見地からの
意見 

６ 公述の申出に関する事項 
 公聴会において意見を述べようとする者（以下「公述人」という。）は、令和５年 
（２０２３年）１０月６日（金）まで（必着）に、次に掲げる事項を記載した知事宛て 
の書面（以下「公述申出書」という。別添様式を参照のこと。）を提出するものとする。 
（１）氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称、代表者の氏名及び主た 

る事務所の所在地並びに公述人の氏名及び職名。氏名又は名称には振り仮名を付け
ること。） 

（２）連絡先の電話番号 
（３）対象事業の名称 
（４）環境の保全の見地からの意見の要旨（日本語により、意見の理由を含めて記載す 

ること。） 
７ 公述申出書の提出先 
  〒８６２－８５７０ 熊本市中央区水前寺六丁目１８番１号 
  熊本県環境生活部環境局環境保全課環境審査班 
  封筒に「公述申出書在中」朱書きすること。 
８ 公述に関する注意事項 
（１）公述の順番は、公述申出書の受付順とする。 
（２）公聴会の会場及び時間について、公述人が多数の場合は変更する場合がある。 
   （その場合において、あらかじめ公述人に通知する。） 
（３）公述時間（公述人が意見を述べる時間）については、一人につき１０分程度を予定 

している。（公述人が多数あるときその他公聴会の目的を達成するために必要と認め
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るときは、公述時間を定めるものとし、あらかじめ公述人に通知する。） 
（４）公述人は、日本語により陳述するものとする。 
（５）公述人は、公聴会に自ら出席して意見を述べるものとする。 
（６）公聴会において発言できる者は、公述人に限るものとし、その発言は、前記５の範 

囲を超えてはならない。 
（７）対象事業の内容や準備書について県又は事業者からの説明・質疑応答は行わない。 
９ 傍聴について 

 傍聴を希望する者は、公聴会の開始予定時刻までに、開催会場において受付の上、事 
務局の指示に従い、会場に入ることができる。この場合において、入場は受付順とする。 
 なお、開催場所の駐車場に限りがあるため、できるだけ公共交通機関を利用すること。 

10 開催の中止等について 
前記６の公述の申出がない場合は、開催を中止する。 

11 問合せ先 
熊本県環境生活部環境局環境保全課環境審査班 
電話番号 ０９６－３３３－２２６８ 
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熊本県公告第５９５号 
 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８８条第１項の規定により、県営第二上益
城中央地区（覚田工区）土地改良事業（農業用用排水施設）の計画を変更したので、同条
第６項において準用する同法第８７条第５項の規定により公告し、土地改良事業計画書の
写しを次のように縦覧に供する。 
 この土地改良事業計画につき不服のある者は、縦覧期間満了の日の翌日から起算して１
５日以内に審査請求をすることができる。 
  令和５年（２０２３年）９月１９日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 縦覧に供する書類の名称 
  変更後の県営第二上益城中央地区（覚田工区）土地改良事業（農業用用排水施設） 

計画書の写し 
２ 縦覧期間 
  令和５年（２０２３年）９月２０日から令和５年（２０２３年）１０月１８日まで 
３ 縦覧場所 
  益城町役場 

 
 
熊本県公告第５９６号 
 県が設置する公の施設における指定管理者について、次のとおり募集する。 
  令和５年（２０２３年）９月１９日 

熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 指定管理者に管理を行わせる公の施設の概要 
 (1)  名称 
    熊本県総合福祉センター（以下「福祉センター」という。） 
 (2)  場所 
    熊本市中央区南千反畑町３番７号 
 (3)  施設の規模等 
  ア 敷地 ２，１９３．０１平方メートル（屋外駐車場を含む。） 
  イ 建物 鉄骨鉄筋コンクリート造 地下１階地上５階建 延床面積５，７９０．７ 

０平方メートル 
  ウ 施設 熊本県地域支え合いセンター、熊本県高齢者無料職業紹介所、熊本県ボラ 

ンティアセンター、熊本県福祉人材・研修センター、会議室、研修ホール等 
２ 指定管理者が行う業務 
 (1)  社会福祉に関する研修及び会議のための施設及び設備の提供に関する業務 
 (2)  福祉センターの使用の許可に関する業務（行政財産の目的外使用許可に関する業 

務を除く。） 
 (3)  (2) に係る利用料金の収受 
 (4)  福祉センターの施設及び設備の維持及び修繕に関する業務 
 (5)  その他社会福祉の増進に必要な業務 
 (6)  指定管理者が施設の管理上必要と認める業務 
３ 指定管理者の指定の期間 
  令和６年（２０２４年）４月１日から令和９年（２０２７年）３月３１日まで 
４ 参加資格 
  次に掲げる要件の全てを満たす法人その他の団体であること。 
 (1)  地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな 

いこと。 
 (2)  熊本県内に事業所を有すること。 
 (3)  熊本県から指名停止措置又は熊本県と警察本部との間で締結した「指定管理者か 

らの暴力団の排除に関する合意書」に基づく排除措置を受けていないこと。 
 (4)  労働者災害補償保険に加入していること。 
 (5)  都道府県税、法人税、消費税及び地方消費税等を滞納していないこと。 
 (6)  会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２ 

５号）等に基づく更生又は再生手続を行っていないこと。 
 また、手形交換所による取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があ
り、経営状態が著しく不健全である者でないこと。 

 (7)  賃金不払に関する厚生労働省からの通報が知事に対してあり、当該状態が継続し 
ている場合であって、明らかに指定管理者として不適当と認められる者でないこと。  

 (8)  法人その他の団体の代表者（役員を含む。）が、次のいずれにも該当しないこと。 
  ア 禁固以上の刑に処され、その執行を終わり又は執行を受けることがなくなった日 

から２年を経過しない者 
  イ 公務員として懲戒免職の処分を受け、その処分の日から２年を経過しない者 
 (9)  複数の法人等でグループを構成して申請する場合は、次に掲げる事項に該当する 

こと。 
  ア グループを構成する法人等の中から県との連絡調整を行う代表団体を選出するこ 

と。 
  イ 申請書の記名押印等については、構成員全員が行うこと。 
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  ウ ５(1) ウからクまで並びにケ（ア）及び（イ）に掲げる書類については、構成員 
それぞれについて提出すること。 

  エ 申請については、一の申請者につき一の提案に限ること。また、構成員は、他の 
グループの構成員となり、又は単独で申請を行うことはできない。 

  オ 代表団体が(1) から(8) までに掲げる要件の全てを満たし、かつ、その他の構成 
員が(1) から(8) まで（(2) を除く。）に掲げる要件を満たすこと。 

５ 申請の手続 
 (1)  提出書類 
    申請に当たっては、次に掲げる書類を提出すること。 
  ア 指定管理者指定申請書（熊本県公の施設の指定管理者の指定の手続に関する条例 

施行規則（平成１６年熊本県規則第４６号）別記様式） 
  イ 熊本県総合福祉センター指定管理者事業計画書及び収支予算書 
  ウ 参加資格に関する申立書 
  エ 法人等であることを証する書類 
   （ア）定款、寄附行為、規約又はこれらに類する書類 
   （イ）当該法人の登記事項証明書及び印鑑証明書 
  オ 申請の日の属する事業年度の前事業年度における貸借対照表、収支決算書その他 

団体の財務状況を明らかにする書類 
  カ 申請の日の属する事業年度の前事業年度における事業報告書その他団体の業務の 

内容を明らかにする書類 
  キ 労働者災害補償保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用していない 

事業者を除く。） 
  ク 納税証明書 
   （ア）法人税、消費税及び地方消費税について未納がないことの証明書 
   （イ）熊本県の県税（当該県税が課税されていない者で県外に主たる事務所又は事 

業所を有する者にあっては、主たる事務所又は事業所の所在地の都道府県税）
について未納がないことの証明書（納税義務がない場合は、その旨を記載した
申立書） 

  ケ その他知事が必要と認める書類 
   （ア）県内事業所に係る従業員名簿及び賃金台帳 
   （イ）指定管理者からの暴力団排除に関する申立書 
   （ウ）申請団体がグループを構成する場合、グループ構成員表及び原本証明がなさ 

れた協定書（構成員の代表団体、役割分担、代金請求・受領団体等を明らかに
した書類）の写し 

 (2)  申請書の提出先 
    郵便番号８６２－８５７０ 熊本市中央区水前寺六丁目１８番１号 
    熊本県健康福祉部健康福祉政策課総務班（熊本県庁行政棟新館３階） 
    電話番号０９６－３３３－２１９４ 
 (3)  提出期間 

 令和５年（２０２３年）９月１９日（火）から令和５年（２０２３年）１０月３
０日（月）までの日（県の休日を除く。）の午前９時から午後５時までとする。 
 郵送の場合は、書留郵便により令和５年（２０２３年）１０月３０日（月）の午
後５時までに必着とする。 

    電子メール及びファクシミリでの提出は、認めない。 
 (4)  提出部数 
    正本１部、副本１１部（副本については、写しで可） 
６ 指定管理候補者の選定 

 健康福祉部指定管理候補者選考委員会（以下「選考委員会」という。）の選考意見を
踏まえて、最終的に県において、指定管理候補者を選定する。 
 なお、選考委員会では、県が別に定めた審査基準に沿って各委員が審査及び採点を行
い選考意見を取りまとめる。 

７ 募集要項の配布 
 ５(2) に掲げる場所で、令和５年（２０２３年）９月１９日（火）から令和５年（２
０２３年）１０月３０日（月）までの日（県の休日を除く。）の午前９時から午後５時
までの間に配布する。 
 なお、募集要項等の郵送を希望する場合は、３９０円分の切手を貼った宛先明記の返
信用定形外封筒（角形２号Ａ４版用）を同封のうえ、５(2) に掲げる場所に郵送するこ
と。 

８ 現地説明会 
 (1)  開催日時 
    令和５年（２０２３年）９月２８日（木）午前１０時から正午まで 
 (2)  開催場所 
    熊本市中央区南千反畑町３番７号 
    福祉センター３階 第３会議室 
 (3)  その他 

 現地説明会への参加を希望する場合は、法人等の名称及び参加者の氏名等をあら
かじめ定められた様式により令和５年（２０２３年）９月２６日（火）の午後５時
までに５(2) に掲げる場所に提出すること。  
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９ 留意事項 
 (1)  次に掲げる事項に該当する場合は、無効又は失格となることがある。 
  ア 申請書の提出方法、提出先又は提出期限が守られなかったとき。 
  イ 申請書に記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないとき。 
  ウ 申請書に記載すべき事項以外の内容が記載されているとき。 
  エ 申請書に虚偽の内容が記載されているとき。 
  オ その他選考委員会での協議の結果、審査を行うに当たって不適当と認められると 

き。 
 (2)  提出された書類は、県庁内での使用及び選考委員会での検討のため複写する。 
 (3)  提出された書類は、熊本県情報公開条例（平成１２年熊本県条例第６５号）に基 

づく開示の請求により開示することがある。 
１０ その他 
 (1)  指定管理候補者の選定に当たり、申請者に対して、申請書及び添付書類の内容に 

ついて説明を求める。 
 (2)  指定管理候補者として選定された者を、県議会の議決を経て、指定管理者に指定 

する。 
 (3)  問合せ先 
    ５(2) に同じ 
 
 
 
 
 
熊本県環境影響評価審査会公告第４号 
 熊本県環境影響評価審査会第二部会の会議を、次のとおり開催する。 
  令和５年（２０２３年）９月１９日 

熊本県環境影響評価審査会 
１ 開催日時 
  令和５年（２０２３年）９月２６日（火）午後２時から午後４時１５分まで 
２ 開催形式 
  会場：ホテル熊本テルサ ３階 たい樹（北１／２） 
  オンライン形式：Ｃｉｓｃｏ Ｗｅｂｅｘを利用する。 
３ 審議内容 
  「上益城地域におけるエネルギー回収施設等設置事業 環境影響評価方法書」につい

て 
４ 傍聴者の定員 
  会場：１０人 
  オンライン形式：２００人 
５ 会場における傍聴手続 
 （１）会議当日、当該会議の会場において整理券の配布を行うので、傍聴希望者は、審

議開始予定時刻の１５分前までに集合すること。 
 （２）傍聴希望者が多数ある場合は抽選を行うことがある。 
 （３）傍聴決定者は、当該会議の会場において受付のうえ、事務局の指示に従い、会議

の会場に入ることができる。 
６ オンライン会議形式の傍聴手続 
 （１）傍聴希望者は、熊本県・市町村共同システム「電子申請サービス」により、令和

５年（２０２３年）９月２４日（日）午後５時までに申し込みを行うこと。 
 （２）申し込みが定員に達した場合は、予定より早く申し込みを早く締め切る場合があ

るため、留意すること。 
７ 問合せ先 
  熊本市中央区水前寺六丁目１８番１号 
  熊本県環境影響評価審査会事務局（熊本県環境生活部環境局環境保全課環境審査班） 
    電話０９６－３３３－２２６８ 

 
 
熊本県労働委員会告示第３号   
  労働関係調整法（昭和２１年法律第２５号）第１０条の規定によるあっせん員候補者は、
次のとおりである。 
    令和５年（２０２３年）９月１９日 

                                     熊本県労働委員会会長  渡辺 絵美 

氏      名 現                          職 

渡 辺 絵 美   熊本県労働委員会会長 

 登載依頼 
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村 田 晃 一 

 

山 村 康 一 

 

坂 田 敦 子 

 

紺 屋 博 昭 

 

  弁護士 

 熊本県労働委員会会長代理 

 弁護士 

 熊本県労働委員会公益委員 

 弁護士 

 熊本県労働委員会公益委員 

 尚絅大学生活科学部教授 

 熊本県労働委員会公益委員 

 熊本大学大学院人文社会科学研究部教授 

矢  野 良  輔  熊本県労働委員会労働者委員 

  交通労連熊本県支部支部委員長 

山  野  雄一朗 

 

田 中 広 幸 

 

木 村 光 伸 

 

小 材 和 博 

 

徳 村 昌 司 

 

池  田 美  香 

 

岩 永 秀 則 

 

坂 本 ミ オ 

 熊本県労働委員会労働者委員 

 運輸労連熊本県連合会執行委員長 

 熊本県労働委員会労働者委員 

 連合熊本副事務局長 

 熊本県労働委員会労働者委員 

 自治労熊本県本部執行委員長 

  熊本県労働委員会労働者委員 

 電機連合熊本地方協議会議長 

  熊本県労働委員会使用者委員 

 肥銀オフィスビジネス株式会社代表取締役社長 

 熊本県労働委員会使用者委員 

 株式会社池田紙器工業取締役総務部長 

 熊本県労働委員会使用者委員 

 熊本県経営者協会専務理事 

 熊本県労働委員会使用者委員 

 株式会社CSプランニング取締役 

松 内 隆 典 

 

吉 野 昇 治 

守 屋 芳 裕 

  熊本県労働委員会使用者委員 

  株式会社熊本放送取締役ラジオ局長 

 熊本県労働委員会事務局長 

 熊本県労働委員会事務局審査調整課長 
 

 
熊本県労働審議会公告第２号 
 熊本県労働審議会の会議を、次のとおり開催する。 
 なお、当該会議の傍聴手続は、次のとおり。 
  令和５年（２０２３年） ９月１９日 

         熊本県労働審議会 
１ 開催日時 
  令和５年（２０２３年） ９月２７日（水） 
  午後２時００分から午後４時３０分まで 
２ 開催場所 
  熊本市中央区水前寺公園２８番５１号 
  ホテル熊本テルサ ３階 たい樹 
３ 議題 
（１） ブライト企業の認定等について 
（２） 人材の育成・確保に関する取組みについて 
４ 傍聴者の定員 
  ５人 
５ 傍聴手続 
（１） 傍聴希望者は、会議の開催予定時刻までに、当該会議の会場において受付のうえ

事務局の指示に従い、会議の会場に入ることができる。 
（２） 傍聴の手続は、先着順で行い、定員になり次第終了する。 
６ 問合せ先 
  熊本市中央区水前寺六丁目１８番１号 
  熊本県労働審議会事務局（熊本県商工労働部商工雇用創生局労働雇用創生課） 
   （電話０９６－３３３－２３３９）   
 




